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況）をみると、平成 12 年には 32.9 万人であったのに対し、平成 17 年には 41.9 万人となり、在
宅の知的障がい者は約 9万人増加した。それに対して、平成 23 年には 62.2 万人となり、平成






























































本調査は大津市内の施設職員 234 名、民生委員（障害者福祉部門）80 名、親の会 25 名に配
付し、実施した。回収率は、施設職員が 192 名（82.1%）、民生委員が 77 名（96.3%）、親の会が
21 名（84%）である。
（2）回答者の属性
回答者の性別は、施設職員では男性 82 名（42.7%）、女性 110 名（57.3%）、民生委員では男性
31 名（40.3%）、女性 46 名（59.7%）、親の会では男性が 2名（9.5%）、女性が 19 名（90.5%）で
ある。また回答者の年代は、施設職員では 30 歳代が 48 名（25%）と最も多く、次いで 20 歳代
が 45 名（23.4%）、40 歳代が 43 名（22.4%）である。民生委員では 60 歳代が最も多く 47 名
（61.0%）、次いで 70 歳代が 18 名（23.4%）である。親の会では 50 歳代が最も多く、8名（38.1%）、
60 歳代が 6名（28.6%）、40 歳代が 4名（19.0%）である。施設職員で比較的若い年代の回答者
が多いのが特徴的である。
次に回答者の活動（経験）年数をみると、施設職員では「1年以上 5年未満」が最も多く、72
名（37.5%）、次いで「5年以上 10 年未満」が 38 名（19.8%）、「10 年以上 15 年未満」が 34 名
（17.7%）である。民生委員では「1年以上 5年未満」が 26 名（33.8%）と最も多く、次いで「5
年以上 10 年未満」が 23 名（29.9%）、「1 年未満」と「15 年以上 20 年未満」がともに 13 名
（16.9%）である。親の会では「20 年以上」が 7名（33.3%）と最も多く、次いで「5年以上 10




尋ねたところ、施設職員では 119 名（62%）がない、70 名（36.5%）がある、民生委員では 64

























また、経験がある場合の件数（記述式）を確認すると、施設職員では 1件が最も多く 22 名
（31.9%）、3件が 13 名（18.8%）、2件が 11 名（15.9%）である。民生委員では 1件が 6名（46.2%）、



































の経験があると回答したものが 1名（1.4%）ずついること、「10 年以上 15 年未満」で 10 件、複
数の経験があるもの、「15 年以上 20 年未満」で 10 数件、「長期にわたる経験」があるもの、「20
年以上」で「多数」の経験があるものがそれぞれ 1名（1.4%）である。また、民生委員では「10
 知的障がい者の逮捕事例に対する支援について 25















































民生委員では 63 名（81.8%）、親の会では 8名（38.1%）が経験がないと回答している。しかし、
施設職員で 1件が 41 名（21.4%）、3件が 21 名（10.9%）、民生委員では、1件が 10 名（13.0%）、




























るかを尋ねたところ、施設職員では 154 名（80.2％）、民生委員では 67 名（87％）、親の会では
18 名（85.7％）が逮捕の連絡を受けた経験はなく、どのグループも 8割以上が経験がない。一





























































































は 11 名（52.4％）、「犯罪被害者支援センター」で 10 名（47.6%）が知らないと回答している
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